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（農林業センサス） 

審 査 メ モ（審査状況及び論点） 

 

〔注〕この審査メモにおいては、各調査票について、以下の略称を用いる。 

 農林業経営体調査票      →「経営体調査」 

 農山村地域調査票（市区町村用）→「市町村調査」 

 農山村地域調査票（農業集落用）→「農業集落調査」 

 

＜目次（審議項目）＞ 

Ⅰ 今回申請された変更 

１ 経営体調査 

（１）調査票レイアウトの変更等                    

○ 前回調査で取り入れた農業項目の読み替え方式（農業項目の一部を林業項

目に読み替えて記入する方式）を取りやめ、農業項目・林業項目の記入箇所

を、それぞれ明確化するほか、調査票全体を再構成 

 

（２）調査事項の変更                         

① 労働力に関する調査事項の把握について、前回調査で拡充した個人ごとの

把握範囲を縮小し、調査事項を整理・簡素化 

② 労働力に関する調査事項のほか、利活用ニーズや制度改正等を踏まえ、調

査事項を追加・削除等 

 

（３）調査方法の変更                         

① 調査票の取集（回収）方法に郵送を追加 

② オンライン回答の方法を、e-survey から eMAFF に変更 

 

（４）集計事項の変更                         

① 調査事項の変更や、利活用ニーズを踏まえた見直し等 

② 主副業別の統計区分の見直し 

 

２ 農業集落調査 

（１）母集団名簿の作成方法の変更、報告者の選定方法の変更       

① 農業集落精通者の母集団名簿について、市区町村から情報提供を受けて作

成する方式から、農林業経営体調査の客体候補一覧を令和７年調査の実績に

より更新・整備して作成する方式に変更 

② その上で、報告者を選定に当たっての属性の優先順位を明確化 
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（２）母集団名簿の作成方法の変更に伴う見直し等            

① 母集団名簿に登載された者がいない農業集落（事実上、農業が行われてい

ない集落）を対象から除外 

② 民間委託・地方農政局等（注）経由の併用から、全面的に民間委託化に変更 

③ 調査実施時期を半年程度繰下げ。また、概要・詳細の二段階公表を一本化 

 

３ その他の変更 

（１）市町村調査                           

○ 地方農政局等経由を本省直轄に変更（郵送・オンライン調査は変更なし） 

 

（２）各調査票共通                          

○ 公表に当たり、印刷物の作成を廃止 

 

Ⅱ 前回答申で示された「今後の課題」への対応状況 

 

Ⅲ 今後の手続についての整理（経営体調査） 

15 頁 

 

 

 

 

 

 

19 頁 

 

 

19 頁 

 

 

20 頁 

 

22 頁 

（注）「地方農政局等」とは、地方農政局、北海道農政事務所及び内閣府沖縄総合事務局農林水産センター

をいう。 
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Ⅰ 今回申請された変更  

１ 経営体調査 

➢「農林業経営体」の基本的事項（概念・定義）については、別添１を参照 

（１）調査票レイアウトの変更等 

（変更内容） 

○ 前回調査で取り入れた農業項目の読み替え方式（農業項目の一部を林業項目に読み替

えて記入する方式）を取りやめ、農業項目・林業項目の記入箇所を、それぞれ明確化す

るほか、調査票全体を再構成 

 

（審査状況） 

ア 前回調査では、労働力関連の調査事項の拡充等に伴う調査票の頁増加を抑制するため、

農業と林業の類似項目（労働力に関する調査事項、生産物の販売状況など）については、

林業独自の回答欄を設けず、林業経営体が回答する際には、農業項目として設けられた

設問を、報告者において林業に読み替えて記入する調査票とした。 

しかし、調査実施後、読み替え方式の導入により報告負担が増したという意見が多か

ったほか、報告誤りや記入漏れ等が多数発生して市区町村における審査事務の負担など

が大幅に増加した。 

 

イ そのため、今回調査では、読み替え方式を取りやめ、調査事項の区分ごとに 

・ 全ての方が記入する項目 

・ 農業を行っている方が記入する項目 

・ 林業を行っている方が記入する項目 

と明示の上、紛れのない分かりやすい調査票となるようレイアウトを全面的に見直した 

 

＜変更のイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

2020調査票 農業項目の一部 
⇒林業を行って
いる方は 「農業」
を「林業」に読み
替えて記入 

林業を行っている方が記
入する項目 

2025調査票 

（注）農業と林

業を両方行って

いる場合は、全

て記入 

（注）農業と林

業を両方行って

いる場合は、２

部記入 

すべての方が記
入する項目 

農業を行っている方
が記入する項目 
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ウ 今回の変更は、外形的な頁数の削減よりも、記入のしやすさを優先して行われるもの

であり、おおむね適当であると考えるが、今回の変更の過程で、省外の意見も聴きつつ

見直しを検討したかなどについて確認する必要がある。 

 

（論点） 

○ 調査票の変更案の作成するに当たり、デザイン・配置・色調・文字スタイルなどにつ

いて、省外の者の意見聴取も含め、どのような過程を経て、検討を行ったか。 
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（２）調査事項の変更 

（変更内容） 

① 労働力に関する調査事項の把握について、前回調査で拡充した個人ごとの把握範囲を

縮小し、調査事項を整理・簡素化 

（審査状況） 

ア 前回調査では、農林業に従事する者の労働力について、６次産業化を支援するという

観点なども踏まえ、農作業、農業生産関連事業（農産物の加工販売や農家レストランな

ど）、林業作業における労働力のより詳細な構造分析を行うことを目的として、従事者個

人ごとの性別、出生年月等の把握範囲を、以下のとおり拡充した。 

（従事者個人ごとの労働力の把握範囲の変更） 

 前々回（2015 年） 前回（2020 年） 

農作業 経営内部 経営内部、常雇い 

農業生産関連事業 （なし） 経営内部 

林業作業 （なし） 経営内部、常雇い 

  しかし、多くの常雇いがいる経営体を中心に報告者の負担が大きく増加し、円滑な調

査実施に支障が生じたほか、記入漏れなどが多数発生したことで市区町村における審査

事務の負担が増大した。 

そのため、個人ごとの把握範囲を前々回と同様、農作業の経営内部に限定するととも

に、それ以外については、合計数の把握を基本として、調査事項の整理・簡素化を行う

ことが計画されている（別添２の６、８～13 頁を参照）。 

 

   イ また、個人ごとの把握範囲の変更のほか、以下の変更が予定されている。 

① 個人経営体において把握していた世帯員の男女別合計人数（作業従事の有無を問わ

ない）について、年齢階級別に詳細化（別添２の５頁を参照） 

② 経営内部の労働力の中で把握されていた経営主に関する事項について、事業継続年

数や後継者に関する事項とともに、「経営主」という区分に集約（別添２の２～４頁を

参照） 

③ 個人経営体における経営内部に関する調査事項（個人ごとに把握）において設けて

いた世帯主との続柄を削除（別添２の７頁を参照） 

 

ウ これらの変更のうち、個人ごとの把握範囲の変更については、報告者の負担及び市区

町村における事務負担の軽減という観点では、異議のないところであるが、結果として、

調査事項の詳細化が一時的なものとなっていることから、前回調査において詳細化した

際の理由も併せて、変更の背景を再確認するとともに、調査項目を簡素化することによ

る利活用上の支障がないか等について確認する必要がある。 

また、それ以外の変更については、前回変更時の統計委員会での審議状況や、把握し

ようとする範囲について正確に回答が得られるかなどの観点から確認する必要がある。 
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（論点） 

《総論》 

（ａ－１）前回調査（2020 年）において、個人ごとの把握を拡大した理由・必要性は何か。 

（ａ－２）なぜ、2020 年の１回だけで、今回大幅に簡素化をするのか。 

（ａ－３）今回把握する調査事項（経営内部、常雇い、臨時雇いに関する把握事項）の必

要性は何か。把握しなくなる調査事項について、利活用上、支障はないのか。 

《各論》 

（ｂ）個別経営体において把握している「世帯員の男女別人数」（作業従事の有無を問わ

ない。）について、合計値から年齢階級別に詳細化する理由は何か。 

※ 変更後の調査票では、この調査事項とは別に、農作業に従事した 15 歳以上の者について、「【３】農

業の労働力」（調査票４頁）において、個人単位で出生年月を把握する予定 

（ｃ）「世帯主との続柄」については、前回調査（2020 年）に係る統計委員会の審議にお

いて、「世帯構成や世代経営の実態等を把握・分析する上で重要な情報」との理由か

ら、削除する計画を修正して、継続把握するよう求められた経緯がある。また、令和

５年３月に承認された漁業センサスでは、同様の項目が削除されることなく、継続し

ている。なぜ今回、農林業センサスだけ削るのか。 

（ｄ）「経営を開始又は継承してからの年数」（別添２の３頁を参照）が新設されている。

これについて、基本的に「経営開始」は新規参入者、「経営継承」は新規自営農業就農

者（農家子弟）が対象になると考えられる。 

しかし、報告者において、新規自営農業就農者が経営にかかわり始めたことをもっ

て「経営開始」と誤解して記入することが懸念される。そのようにならないように「経

営開始」又は「経営承継」についての説明を丁寧にすべきではないか。 

（ｅ）「農林業経営を引き継ぐ後継者の状況」（別添２の４頁を参照）の変更が予定され、

後継者確保について「５年以内に」という文言が削除されている。 

前回調査では、「後継者」について、「５年以内に農業（林業）経営を引き継ぐ後継

者（予定者を含む。）をいう」と定義されていたが、今回の変更案であると、５年以上

先に後継者となる人も「後継者」に含まれることとなる。 

前回調査の際の定義と変わることになるのではないか。 
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（変更内容） 

② 労働力に関する調査事項のほか、利活用ニーズや制度改正等を踏まえ、調査事項を追

加・削除等 

（審査状況） 

ア 本件申請では、別添３とおり、調査事項の追加・削除等が計画されている。 

 

イ これら変更のうち、追加については、各種行政計画の進捗・評価の指標等として必要

とされているとともに、報告者の負担が著しく増加するものとは認められないこと、削

除については、利活用の状況を踏まえたものであり、報告者の負担軽減にも資すること

から、おおむね適当と考えられるものが多いが、いくつかの事項について、変更の背景

事情及び必要性について再確認しておきたい。 

 

（論点） 

（ａ）以下に示す調査事項の変更について、追加の背景事情や想定される利活用、削除の

背景事情やこれまで想定されていた利活用は何か。 

① 輸出に関する調査事項の追加（別添３の１頁を参照） 

② 有機農業に関する調査事項の充実（別添３の 13 頁を参照） 

③ 集落営農組織への参加の有無等の削除（別添３の２頁を参照。（ｂ）で回答） 

④ 青色申告の継続年数の削除（別添３の２頁を参照） 

（ｂ）「集落営農組織への参加の有無等」（別添３の２頁）は、前回調査で新規追加された

ものであるが、追加の際の必要性、想定された利活用は何だったのか。1 回だけで削

除することとした理由は何か。 

（ｃ）「農業経営に当たってのデータ活用状況」（別添３の６頁）の変更（内容を具体化）

が予定されているが、具体化された選択肢は、専ら生産活動自体に限られているよう

に見受けられる。労務管理等のデータ活用が選択肢に入っていない理由は何か。 
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（３）調査方法の変更 

（変更内容） 

① 調査票の取集（回収）方法に郵送を追加 

（審査状況） 

ア 前回調査においては、調査票の取集について、調査員・職員・オンライン（e-survey）

を基本とし、家畜伝染病の発生・まん延等に起因し、調査員等の訪問が困難な場合に限

定して、郵送による配布・取集を行うことができることとしていた。 

しかし、今回の変更により、調査計画上は、上記伝染病の場合に限らず、報告者の希

望により、郵送による回答も可能とする計画である。 

 

イ これについては、新型コロナウィルス感染症の蔓延以降、統計調査の実施において、

報告者と対面しない形での調査の実施が求められる傾向が強くなっていることも踏まえ

たものであり、円滑な調査票の取集という観点としては、その方向性について異論はな

い。 

しかし、本調査の調査事項が詳細なものであることから、郵送提出の増加により、市

区町村の審査事務の増加や、疑義照会の増加に伴う報告者の負担増も懸念される。 

ついては、郵送提出の運用や審査事務の増加に伴う対応などについて確認する必要が

ある。 

 

（論点） 

（ａ）家畜伝染病の発生・まん延等の場合に限定せず、郵送を提出方法の一つとした背景・

理由 

（ｂ）郵送の増加に伴い想定される調査票提出後の負担増についての対応方針 
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（変更内容） 

② オンライン回答の方法を、e-survey から eMAFF に変更 

（審査状況） 

ア 前回調査では、「e-survey」（政府統計共同利用システムを用いたオンライン調査シス

テム）によりオンライン回答を受け付けていたが、今回の申請では、オンライン回答の

方法を農林水産省の独自システムである、農林水産省共通申請サービス（以下「eMAFF」

という（注）。）に変更する計画である。 

（注） eMAFF とは、農林水産省が所管する法令に基づく各種申請・届出・報告に関する一括システムであ

り、農林水産省への手続だけではなく、農林水産省が所管する法令に基づく地方公共団体への手続な

どについても包括的にカバーするものである。 

イ この変更について、農林水産省は、デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和４年

６月７日閣議決定）に基づき、デジタル社会の形成に向けた農林水産省中長期計画（令

和４年 10 月）を策定し、令和７年度までに農林水産省に対する各種手続のオンライン利

用率を 60％とすることを目標としており、本調査の実施時点である令和６年度において

は農林業経営体における eMAFF の利用率が高まっていると見込まれることから、これら

経営体になじみのあるシステムを用いることとしたとしている。 

また、調査実施時点で、既に eMAFF を利用している報告者はオンライン回答のために

新たに ID を取得することなくアクセスが可能（識別コードの入力は必要）となるなどの

利点があるとしている。 

 

ウ これについては、統計調査のツールとして、e-survey 以外のシステムを用いること自

体に問題はなく、オンライン化の推進を図るための試みとして、特に異議はないが、以

下の事項について確認しておきたい。 

 

（論点） 

（ａ）e-survey から eMAFF に変更する理由・メリットは何か。 

（ｂ）eMAFF で回答する場合の流れは、どのようなものか。また、サポート体制はどのよ

うにする予定か。 

（ｃ）e-survey と eMAFF を併用しない理由は何か。 
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（４）集計事項の変更 

（変更内容） 

① 調査事項の変更や、利活用ニーズを踏まえた見直し等 

（審査状況） 

 調査事項の変更に伴い、集計事項を見直すほか、利活用の低い集計を整理等しようとす

るものであり、適当であると考える。 

 

（論点） 

特になし 

 

（変更内容） 

② 主副業別の統計区分の見直し 

（審査状況） 

ア 令和３年度に農業経営統計調査の変更に係る答申が採択された際、農林業センサスに

おける個人経営体の集計区分（主副業別区分）について、「農業従事者が 65 歳以上にな

れば、農業所得の多寡にかかわらず、副業的経営体に区分されてしまうことについて、

適切な区分を検討すべき」旨の指摘が産業統計部会長からあった。 

 

イ これを踏まえ、今回調査では、年齢を区分指標にせず、経営体の所得全体に占める農

業所得比率によってのみ区分する計画となっている。なお、「農業所得主経営体」「農外

所得主経営体」のいずれにおいても、集計の際、65 歳未満等の内訳を設ける予定である。 

《現行》 

区分指標 

自営農業に 60 日以上従事している 

65 歳未満の世帯員 

いる いない 

経営体の所得全体に占める 

農業所得の比率 

50％以上 主業経営体 
副業的経営体 

50％未満 準主業経営体 

 

 

《変更後》 

区分指標  

経営体の所得全体に占める 

農業所得の比率 

50％以上 農業所得主経営体 

50％未満 農外所得主経営体 

ウ これについては、統計委員会での指摘を踏まえた変更であり、適当であると考える。 

一方、経営体の区分指標としては、農業所得や従事者の年齢のほか、従事日数なども

指標になると考えられるところであり、他の区分指標の設定についても確認しておきた

い。 
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（論点） 

○ 上記変更案は、農業所得に比率に特化したものであり、例えば、日々の活動として

は専ら農業をしている一方で、不動産経営による収入の方が大きい経営体については、

「農外所得主経営体」と区分されるが、本センサスの集計においては、従事日数など

の従事状況を加味した区分は設けられているのか。 
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２ 農業集落調査 

➢「農業集落」の基本的事項（概念・定義・数）については、別添４参照。 

 

（１）母集団名簿の作成方法の変更、報告者の選定方法の変更 

（変更内容） 

① 農業集落精通者の母集団名簿について、市区町村から情報提供を受けて作成する方式

から、農林業経営体調査の客体候補一覧を令和７年調査の実績により更新・整備して作

成する方式に変更 

② その上で、報告者を選定に当たっての属性の優先順位を明確化 

 

（審査状況） 

ア 農業集落調査の報告者となる「農業集落精通者」（地域活動の状況に精通していると考

えられる者。これまでは、主として自治会長・町内会長を想定）の名簿については、前回

調査まで、市区町村からの連絡先情報の提供を受けて、地方農政局等が名簿を作成、報

告者を選定していた（農業に従事しているか否かは問わない。）。 

〔前回実績〕 

前回調査においては、全国 14 万集落のうち、 

① ５万集落については、市区町村から「農業集落精通者」の情報が得られず 

② 情報が得られた９万集落についても、1.5 万集落は、非農家等により回答が得られず 

 

そのため、計 6.5 万集落について、地方農政局等の職員を動員して、農業関係団体等から当

該情報を入手して調査を実施するほか、集落を直接訪問する等して、実地に情報把握すること

で、辛うじて調査を実施 

 

農林水産省の地方組織の縮小により、前回までと同様、地方農政局等の職員を動員し

て調査を継続することが極めて困難になっているとともに、市区町村から情報が得られ

た集落についても、その多くにおいて適切な報告者が選定できなかったことから、調査

を継続するためには、これまでの母集団名簿の作成方法や報告者の選定方法について、

抜本的に見直しが必要な状況となっている。 

 

イ そこで、これまで経営体調査と農業集落調査について同時期に実施してきた制約を外

した上で、以下の方法に変更することを計画している。 

① 経営体調査票の客体候補一覧の情報を令和７年調査の実績及び行政記録情報等によ

り更新・整備して、農業集落調査の母集団の候補とする。 

（農林水産省は、新たな名簿整備について、地方公共団体の意見も聴き、大きな支障

がないことを確認している。） 

② その上で、以下の優先順位で、集落ごとに農業集落精通者を１人選定し、農業集落

名簿を作成 
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〔第１候補〕自治会長・行政区長等 

〔第２候補〕「地域内の農業を担う者」（注）のうち、経営耕地面積が大きい者 

（注）農業経営基盤強化促進法（昭和 55 年法律第 65 号）第 19 条に基づき策定・公表される

地域計画（いわゆる「人・農地プラン」）において、地域内の農業を担う者とされる者 

〔第３候補〕認定農業者・認定新規就農者のうち、経営耕地面積が大きい者 

〔第４候補〕その他の農林業経営体（第３候補までの者を除く。）で、経営耕地面積の大きい者 

〔第５候補〕自給的農家、土地持ち非農家、その他の世帯のうち、経営耕地面積が大きい者 

（選定の流れ図については、別添５を参照） 

 

ウ 調査を継続するために、現行の母集団名簿の作成方法及び報告者の選定方法について、

抜本的な見直しが必要な状況において、 

① 農林業センサス自体から得られる最新の情報を最大限活用しようとする母集団名簿

の整備方法であること、 

② 農林水産省から、新たな名簿整備の実施について、大きな支障が生じないとの説明

を受けていること、 

③ これまで、農業に従事しているか否かは問わずに報告者を選定していた方法を改め、

何らかの形で農業に従事している者の中から選定することで、農業に関連する地域資

源（農地、水路等）の保全活動等などの回答を求めるに当たり、より適切な報告者の

選定が期待されること、 

④ 候補者の選定に明確な基準を設けることで、今後想定される民間委託に当たっても

（後記（２）②を参照）、円滑かつ統一的な選定が可能になると考えられること、 

⑤ 現状において、今回示されている方法に代替する効果的な方法が、他に見当たらな

いこと 

から、大幅な変更であるが、新たな方法の採用を否定するものではない。 

 

エ ただ、実際の作業手順の詳細や運用の考え方について、以下の論点により、改めて説

明を求めたい。特に、選定した報告者が回答できない場合の取扱いについては、報告者

に対して、より大きな負担をかけると見受けられる部分もあり、適切な調査実施を確保

する観点から確認が必要と考える。 

また、仮に、変更後の方法により調査が行われた場合には、その実施状況の検証（例

えば、①母集団名簿の整備が円滑に行われたか。②当初の計画に沿って選定された者が

適切に回答できたか等）が、次回（2030 年を想定）に向けた課題になり得ると考える。 

 

（論点） 

（ａ－１）農業集落調査の母集団名簿の整備手順について、改めて説明されたい。 

（ａ－２）母集団名簿の整備途上で、市区町村から自治会長等の情報提供を受けることは

前回と同様と考えられるが、今回は、当該情報が、円滑に得られることは確認済か。 

（ｂ）報告者を選定する際の優先順位の設定理由。報告者の候補に、農業委員や農地利用
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最適化推進委員等の農業関係者が含まれていない理由 

（注）農業委員とは、農業に関する識見を有する者のうちから、市町村長が議会の同意を得て任命す

る者。農地法に基づく農地の売買・貸借の許可、農地転用案件への意見具申など、農業委員会に

おいて、総会・部会に出席・審議をして、最終的に合議体としての決定を行う。 

農地利用最適化推進委員とは、農地等の利用の最適化の推進に熱意と識見を有する者のうちか

ら、農業委員会が委嘱する者。担当地区において、農地等の利用の最適化の推進を担当する。 

（ｃ）農業集落ごとに報告者を一人選定するとのことだが、農業集落の中に、複数の自治

会等が存在する場合は、どのように選定するのか。 

（ｄ）選定された報告者が回答できない場合の対応手順を説明されたい。 

（注）調査票案では「全体を通して、ご自身では十分な回答ができない項目がございましたら、農業

集落内の事情にお詳しい別の方から伺うなどしてご回答いただきますよう、よろしくお願いいた

します。」とされており、報告者を、あたかも調査系統の一部として使うようにも見える。 
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（２）母集団名簿の作成方法の変更に伴う見直し等 

《変更の全体像》 

 前回調査 変更案 

対象地域 全国の農業集落 

《除外地域》 

○ 全域が市街化区域とされている農業集落 

全国の農業集落 

《除外地域》 

① 全域が市街化区域とされている農業集落 

② 農林業経営体調査客体候補一覧表に登載された者

がいない農業集落 

経由機関 民間事業者 地方農政局等 民間事業者 

調査方法 郵送・オンライン 調査員・職員 郵送・オンライン 

（必要に応じ、民間事業者の調査員が対応） 

調査期間 R1.12.1～R2.2.28（注） 

※ 農林業経営体調査票の調査と同時に実施 

 

R7.10.1～12.31 

※ 農林業経営体調査票の調査（R6.12～R7.2）の実施

後に行う客体候補名簿の更新（R7.6 まで）を経て、報

告者選定・調査実施 

公表区分 概要・詳細の二段階公表 詳細公表のみ 

（注）上記期間で未回収の調査票については、地方農政 

       局等経由の調査員調査で回収（R2.4.1～6.30） 

（変更内容） 

【対象地域】 

① 母集団名簿に登載された者がいない農業集落（事実上、農業が行われていない集落）

を対象から除外 

（注）集落全域が、都市計画法上の「市街化区域」である場合は、従前から調査対象外 

（審査状況） 

ア 前回調査までは、全国の農業集落の全数を対象にしつつ、集落全域が「市街化区域」

とされている農業集落に限っては、対象から除外していた。 

しかし、今回、農業集落調査の母集団名簿について、経営体調査の名簿情報を令和７

年調査の実績により更新・整備することにより行うことが計画されている。 

これに伴い、何らかの形で農業をしている者のみが母集団名簿に登載されることにな

り、農業が行われていない集落については、母集団名簿に登載される者が存在しないこ

とになる。 

 

イ そのため、今回計画では、集落全域が「市街化区域」とされている農業集落に加え、

母集団名簿に登載された者がいない集落についても、対象地域から除外する。 

 

ウ これについては、 

① 新たに除外される集落は、事実上、農業を行う者がいない集落であること、 

② 経営体調査の名簿情報を基礎にして、農業集落調査の母集団名簿を整備する以上、

やむを得ない結果であること、 

③ 農業集落調査の調査事項が、農業に関連する地域資源（農地、水路等）の保全活動

等などであること 

を踏まえると、対象地域から除外することには、相応の合理性があると考えられる。 
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しかし、前回まで継続して対象地域として調査が行われていたところであり、その際

の利活用や回答状況、そして、今後の取扱いについては確認する必要がある。 

 

（論点） 

（ａ）今回の変更により、どの程度の数の農業集落が、調査対象から除外されるのか。 

（ｂ）今回除外される集落について、前回まで調査対象に含めていた理由（利活用ニーズ）

は何か。今後、当該集落のデータは必要ないのか。 

（ｃ）今回除外される集落は、事実上、農業が行われていない集落であると考えられるが、

農業に関連する地域資源（農地、水路等）の保全活動などの調査事項について、前回

まで、有意な回答は得られていたのか。 

 

（変更内容） 

【調査系統・調査方法】 

② 民間委託・地方農政局等経由の併用から、全面的に民間委託化に変更 

（原則的に郵送・オンライン調査。必要に応じて、民間事業者の調査員が対応） 

（審査状況） 

ア 前回調査までは、 

① 民間事業者による郵送・オンライン調査 

② 地方農政局等による調査員調査・職員調査 

の併用により行われていたが、農林水産省の地方組織の縮小により、同様の方法の維

持が困難な状況となっている。 

一方で、前回の調査手法別回収状況は、下表のとおりであり、民間事業者経由分で全

体の約 84％を占めている。 

 

《前回の農業集落調査における調査票の手法別回収状況》 

配布数 回答数 

調査票の回収方法 

民間事業者経由（83.6％） 地方農政局等経由（16.4％） 

郵送 オンライン 職員・調査員 その他（注） 

138,243 
138,243 

（100.0％） 

98,183 

（71.0％） 

17,401 

（12.6％） 

16,271 

（11.8％） 

6,388 

（4.6％） 

（注）どのような方法を講じても農業集落精通者の情報が得られず、地方農政局等の職員が情報収集によ

りデータを得たもの 

 

イ 今回調査では、全面的に民間委託し、原則的に郵送・オンライン調査で行うことを予

定している。ただし、回答が得られない場合などについては、必要に応じて、民間事業

者の調査員が対応し、回収率の確保に努めることとしている。 
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ウ これについて、 

① 農林水産省の地方組織の縮小により、前回までと同様、地方農政局等の職員を動

員して調査を継続することが極めて困難になっていること、 

② 現状において、既に民間委託も行っており、前回調査では、約 84％が民間事業

者経由の郵送・オンラインで回収できていること 

から、全面的に民間委託し、郵送・オンライン調査を基本とすることについては、相応

の合理性があると考える。 

しかし、前回調査において、約 16％に相当する部分について、地方農政局等経由で対

応したことを踏まえると、今回の調査実施に当たって、郵送・オンラインのみとするこ

とは適切ではなく、仮に、郵送・オンライン回答を積極的に勧奨したとしても、それで

回答が得られない部分は相当数発生すると想定されるところであり、調査員によるカバ

ーは必須であると考える。 

したがって、申請された計画において、調査員による回収も想定されていること肯定

するところであるが、回答を確実に入手するためには、民間委託する際に、調査員によ

る対応規模を適切に考慮して、予算要求（調査実施は令和７年度のため、予算要求は６

年度に行われる。）するとともに、事業者選定に当たっても遂行能力を有する事業者を

選定して契約することが必要と考えられる。 

なお、変更後の方法により調査を実施した結果を受けた検証（例えば、回収率・手法

別回収状況や調査員によるフォロー状況の確認）については、次回（2030 年を想定）に

向けた課題になり得ると考える。 

 

（論点） 

（ａ）委託する民間事業者は、どのような事業者を想定しているか。 

（ｂ）調査員でフォローしなければならない作業量は想定できているか。 

 

  （変更内容） 

【調査時期・公表区分】 

③ 調査実施時期を半年程度繰下げ。また、概要・詳細の二段階公表を一本化 

（審査状況） 

ア 前回調査までは、農林業センサスは、３調査票ともにおおむね同時期（前回は令和元

年 12 月から２年２月まで）に行われ、結果公表については、「概要」「詳細」の二段階で

行われていた。 

しかし、今回、農業集落調査の母集団名簿について、経営体調査の名簿情報を令和７

年調査の実績により更新・整備することにより行うことが計画されていることから、農

業集落調査は、経営体調査終了後、一定期間をおいて行う必要が生じており、結果公表

の時期については、これまでの公表時期よりも遅くせざるを得ない状況である。 
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イ このため、下図のとおり、農業集落調査の実施時期を繰り下げ、これに伴い、農業集

落調査の結果公表については、「概要」「詳細」の二段階で行うことを取りやめ、一本化

して行う計画である。 

 

 

ウ 農業集落調査について、農業集落調査の母集団名簿を、経営体調査の名簿を基礎に整

備することにより、調査の実施時期が繰下げになることは必然であり、そのこと自体に

特段の異論はない。 

また、公表時期の繰下げによる二段階公表の一本化についても、詳細なデータを少し

でも遅くならないように公表しようという姿勢に起因するものであり、異論はない。 

ただ、調査実施時期の繰下げについて、経営体調査の終了から農業集落調査実施に至

るまでの間隔が適切なものか（必要以上の繰下げになっていないか）、二段階公表を一

本化することに伴う支障がないか等を確認する必要がある。 

 

（論点） 

（ａ）経営体調査の終了から農業集落調査実施に至るまで、どのような事務が、どのよう

なスケジュールで行われるのか。 

（ｂ－１）農業集落調査結果の利活用の概要について説明されたい。 

（ｂ－２）前回実績との比較で、公表は、どの程度繰下げになることが見込まれるか。ま

た、概要を公表しないことにより、利活用上の支障は生じないか。 

 

  

（注）色で網掛をしている部分が、各調査票における調査の実施時期

2019年

　 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

農林業経営体調査票

農山村地域調査票（市町村用）

農山村地域調査（農業集落用）

2024年

　 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

農林業経営体調査票

農山村地域調査票（市町村用）

農山村地域調査（農業集落用） 報告者の選定

図　農林業センサス各調査票の実施時期の比較（2020年調査・2025年調査）

（未回収分の回収）

2020年

2025年
2025年農林業センサス

2020年農林業センサス

母集団名簿の更新
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３ その他の変更 

（１）市町村調査 

（変更内容） 

○ 地方農政局等経由を本省直轄に変更（郵送・オンライン調査は変更なし） 

（審査状況） 

ア 市町村調査について、前回調査では、地方農政局等を経由して、郵送及びオンライン

調査により、実施された。 

 

イ しかし、農林水産省は、地方農政局等の職員が、今後大幅に減少し、これまでの調査

系統による実施が維持できないとの判断から、調査方法自体は変更しないものの、地方

農政局等を経由せず農林水産省本省が直接対応することとし、調査の効率化と地方農政

局等の業務削減を図ることを計画している。 

ウ この変更については、地方農政局等の限られた人的リソースの中、これまでどおりに

調査を継続するために行われるものであり、特段の異議は認められない。 

（論点） 

特になし 

 

（２）各調査票共通 

（変更内容） 

○ 公表に当たり、印刷物の作成を廃止 

（審査状況） 

ア 調査結果の公表について、本調査ではこれまで、e-Stat 及び農林水産省ホームページ

を使ってインターネットで公表するほか、印刷物及びインターネットに掲載しない集計

表については、閲覧により公表しているところであるが、今回、印刷物での公表を取り

やめることを計画している。 

イ この変更について、農林水産省は、デジタル化やペーパーレス化を背景として、イン

ターネットの情報提供により、利活用上の大きな支障は生じていないと考えられること、

また、大部な印刷物（2020 年調査の実績として、計 53 冊。総頁数は約１万頁）の作成

するための膨大な労力に軽減を図るためとしている。 

ウ これについては、利活用上の大きな支障が生じるものではなく、業務負担の軽減によ

る限られたリソースの有効活用を図ろうとするものであると考えられることから、特段

の異議は認められない。 

（論点） 

特になし  
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Ⅱ 前回答申で示された「今後の課題」への対応状況 

  前回の答申（平成30年8月28日統計委第９号）における課題の要旨は以下の（１）～（３）の

とおりであり、これについては農林水産省において検討を行い、必要な対応・整理がなされて

いることから、特に問題はないと考えている。 

（農林水産省の回答については、別添６を参照。いずれについても、論点は特になし） 

 

（１）客体候補名簿（注）の情報の有効活用、調査計画上の位置づけ 

 （課題の要旨） 

○ 客体候補名簿には、経営体調査の対象になる農林業経営体のほか、それに該当しない

自給的農家や土地持ち非農家の数などの情報が含まれており、これらを用いたデータ提

供もなされている。ついては、これら情報の有効活用を継続的に担保するため、調査計

画上の位置づけの明確化について検討すること。 

（注）客体候補名簿は、経営体調査の実施に先立って、同調査の報告者となる「農林業家経営体」に該当するか

否かを調査員が聞き取りにより作成する名簿であり、前回調査の際には、農林業経営体約 112 万のほか、自

給的農家、土地持ち非農家も合わせて約 377 万の客体についての経営規模に関する情報が整理されている。 

 

（審査状況） 

この課題に対して、農林水産省は、客体候補名簿で把握した情報を用いた参考集計につい

て、以下のとおり、調査計画に明記し、継続的な作成を明確にすることを計画しており、適

切な対応と考える。 

【変更後の調査計画】（抄） 

８ 集計事項（注８） 

（１）農林業経営体調査票 

（略） 

（２）農山村地域調査票 

（略） 

（注８）上記（１）及び（２）の集計のほか、農林業経営体調査票の報告者該当性を判断する際に整備する「農

林業経営体調査客体候補名簿」の情報を用いて、農林業経営体に該当しない農家・林家等に係る参考集

計も行う。（別添３を参照） 

 

（２）経営体調査における個人経営体用と団体経営体用の調査票様式の分割 

 （課題の要旨） 

○ 現行の経営体調査は、個人経営体と団体経営体を同一の調査票で行っているため、調

査票の構成が複雑になっている。報告者の負担感を考慮して、調査票様式の分割を検討

すること。 

 

（審査状況） 

   この課題に対して、農林水産省は、個人経営体と団体経営体に調査票を分割した場合、 

① 統計調査員が調査票を配布する際に、どちらに該当するのか個別に判断した上で調査票

を配布することとなるため、統計調査員の負担増と誤配布発生のおそれがあること、 
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② 集落営農に参加している経営体のように、個人経営体と団体経営体の両方の側面をもつ

経営体があり、報告者において逆に混乱が生じること 

などから、分割は行わないことと整理しており、相応の合理性があると考えられる。 

 

（３）経済センサス‐活動調査との役割分担の整理 

（課題の要旨） 

○ 報告者負担の軽減等の観点から、経済センサス‐活動調査との役割分担について検討

すること。 

 

（審査状況） 

   この課題に対して、農林水産省は、「農林業センサスでは農林統計調査の母集団情報として

必要な生産構造や就業構造を経済センサスよりも詳細に把握している一方、経済センサスで

把握している費用や資本に関する事項は把握しておらず、役割分担は既になされていると整

理している」旨を回答している。 

農林業センサスと経済センサス‐活動調査との関係については、上記のとおり、調査事項

が基本的に異なっている上に、調査対象期間も異なっており、重複排除に関して具体的に求

められる状況にはないと考えられる。 
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Ⅲ 今後の手続についての整理（経営体調査） 

全国共通の調査事項のほかに、都道府県の要望に応じて設定されている都道府県別の調

査事項（以下「県別項目」という）について、調査計画上の明確化を図るため、今回の一

連の諮問・申請手続の後、それらの内容が確定した時点で、追加で申請を求める。 

 

（審査状況） 

ア 経営体調査では、農林業の地域性を踏まえ、各地域の小地域統計の充実を図るため、

平成７年（1995 年）調査から、全国共通の調査事項のほかに、都道府県の要望に応じて、

県別項目（前回調査においては各県とも上限５項目）を設定する余地を設けている。 

 

イ 県別項目についても、他の調査事項と同様に集計されているが、全国共通の調査事項

が確定したことを受けて、都道府県への要望聴取になることから、それらの内容確定は、

諮問・申請手続の後となり、これまで調査計画上、具体的内容が明示されていなかった。 

 

ウ そこで、総務省としては、調査計画の明確化という観点から、農林水産省に対して、

県別項目が確定した時点で、追加申請するよう求めており、今後、おおむね下図のスケ

ジュールに沿って対応がなされる予定である。 

ついては、現時点においては、以下の点について確認しておきたい。 

 

図 今後の想定スケジュール（県別項目関係） 

 

 

 

 

 

 

 

（論点） 

○ 都道府県に対して県別項目の照会をする際、報告負担の観点を含め、どのような指

示をしているか。 

 

 

申請 審議 承認 
県への要
望聴取 

県別項目 
の確定 

調査票
の印刷 

調査
実施 

R5.11 R6.3 R6.７～11 R5.9 

今回の諮問・申請手続 

申請（追加手続） 

R5.5 R6.12 



「農林業経営体」とは 

 

この資料は、農林水産省の説明を踏まえ、総務省において整理した資料である。 

 

１．農林業センサス上の定義 

「農林業経営体」とは、次の各号のいずれかに該当する事業を行う者をいう。 

《農業経営体》 

（１）経営耕地面積が 30アール以上の規模の農業 

（２）農作物の作付面積又は栽培面積、家畜の飼養頭羽数又は出荷羽数その他の事業の規模が

一定規模以上の農業（詳細は、調査計画の別紙に記載） 

（例） 

・施設野菜の栽培面積については 350 平方メートル 

・搾乳牛の飼養頭数については１頭 

・ブロイラー年間出荷羽数については 1,000羽 

・調査期日前１年間における農業生産物の総販売額 50万円に相当する事業の規模 

（３）農作業の受託の事業 

《林業経営体》 

（１）権原に基づいて育林又は伐採（立木竹のみを譲り受けてする伐採を除く。）を行うことが

できる山林（保有山林）の面積が３ヘクタール以上の規模の林業（育林又は伐採を適切に

実施する者に限る。） 

（２）委託を受けて行う育林若しくは素材生産又は立木を購入して行う素材生産業の事業 

 

２．農林業経営体の区分 

区 分 経営体の具体的属性 

農林業経営体 個人経営体 ・世帯（法人化した世帯を除く） 

団体経営体 任意団体（非法人） ・法人化していない集落営農を含む 

法人経営体 ・農事組合法人 

・会社 

・各種団体 

・法人化した世帯（一戸一法人） 

・法人化した集落営農  

地方公共団体・財産区 

（注）「集落営農」とは、農業の生産過程の一部又は全部について共同化・統一化の合意の下に実施される

営農を行う組織（農家の集まりであり、地域区分の概念ではない。） 

別添１ 
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経営体調査票＿調査事項の変更①（労働力に関する調査事項） 
 

 

【労働力に関する調査事項の変遷】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

別添２ 

・経営内部の労働力のうち「経営主」に関する事項を集約 

・個人経営体において把握していた世帯員の男女別合計

人数（作業従事の有無を問わない）について、年齢階

級別に詳細化 

・個人経営体における世帯主との続柄を削除 

（注１）下線を付している調査事項は、少なくとも前々回から継続しているもの 

（注２）2015年の「家族」は家族経営体（現行の個人経営体に相当）、「組織」は組織経営体（現行の団体経営体に相当） 

（注３）「個人経営体」とは、個人（世帯）で事業を行う経営体をいう（法人化して事業を行う世帯は含まない） 

        「団体経営体」とは、会社形態など個人経営体以外の経営体をいう。 
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１ 経営内部の労働力のうち、「経営主」に関する事項を集約 

  

    

＜2025年調査票案・３頁＞              ＜2020年調査票＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

集約 

【変更理由】 

経営主の性別、出生年月、従事状況等を１か所にまとめるとと

もに、経営の継続状況等をまとめ、経営主に関する項目を集約 

個人経営体（２頁） 

団体経営体（４頁） 
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２ 経営主が経営開始又は経営継承してからの期間を把握する項目を追加 

               

＜2025年調査票案・３頁＞                     （参考：2020年調査票・４頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【変更理由】 

前回の後継者に関する項目の選択肢において、 

ⅰ）「経営開始または継承直後」がどれくらいの期間なのか具体的でなかったこと、 

ⅱ）設問自体が、経営開始又は継承直後かどうかということと、引継ぐ意思の有無についてのダブルバーレル（複数同時質問）になっていたこと 

などから、経営開始または継承について明確に回答できるよう新設 
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３ 後継者の確保状況に関する設問を整理 

 

＜2025年調査票案・３頁＞       ＜2020年調査票・４頁＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

②分割 

①追加 

【変更理由】 

①追加 

引き継ぐ意思の有無及び経営していないことを選択肢に入れることで回答しやすくし、記入者の負担を軽減するための変更 

 

②分割 

前回の選択肢において、 

ⅰ）「経営開始または継承直後」がどれくらいの期間なのか具体的でなかったこと、 

ⅱ）設問自体が、経営開始又は継承直後かどうかということと、引継ぐ意思の有無についてのダブルバーレル（複数同時質問）になっていたこと 

などから、引き継ぐ意思の有無と経営開始又は経営承継からの期間を把握する項目に分割することで回答しやすくし、記入者の負担を軽減するため

の変更 
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４ 世帯員の人数を世帯員計から年齢階級別の把握に変更 

 

＜2025年調査票案・２頁＞       ＜2020年調査票・２頁＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【変更理由】 

① 前回、15歳以上の世帯員については、農林業への従事の有無に関係なく個人別の情報把握をしていたが、今回、農林業に従事した世帯員に限

定した情報把握に変更すること、 

② 一方で、経営体の維持や担い手確保の観点から農林業従事世帯員以外も含めた世帯全体の状況把握の継続が必要であることから、年齢階層別

の人数の把握に変更 
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５ 農業経営体において農作業に従事した人数（経営主を除く）の全体像を把握する項目を追加 

 

＜2025年調査票案・４頁＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【変更理由】 

後続する労働力の詳細の記入前にそれぞれの合計人数を記入することで、記入者による混同及び記入漏れを防止するとともに、審査も容易にす

るための追加。 

なお、農業生産関連事業への従事状況については、行政利活用が低調なことから、記入者の負担軽減を考慮して【３】での把握とはせず、農作

業と分離して簡素化したうえで、別途、【８】の農業生産関連事業に従事した人数で総数を把握する項目に変更（下記８参照） 
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６ 個人経営体内部の労働力把握において「世帯主との続柄」を削除 

 

＜2025年調査票案・４頁＞      ＜2020年調査票・２頁＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【変更理由】行政上の利活用状況を踏まえ、記入者の負担を軽減するため「世帯主との続柄」を削除 
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７ 年間 60 日未満の従事者の把握対象を、「農業と農業生産関連事業」から「農業」に限定（個人経営体以外） 

 

＜2025年調査票案・５頁＞       ＜2020年調査票・４頁＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 農業経営体における常雇いについて、個人ごとの把握から年齢階級別の把握に変更 

 

＜2025調査票案・６頁＞       ＜2020年調査票・５頁＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【変更理由】 別途把握する農業生産関連事業の労働力との二重回答を回避するため変更 

【変更理由】記入者の負担を軽減するため変更 
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９ 農業生産関連事業への従事状況の個人別把握を人数のみの把握に変更 

 

＜2025調査票案・12頁＞       ＜2020年調査票・３頁、４頁＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

【変更理由】 

行政上の利活用状況を踏まえ、農作業と分離して簡素化したうえで、経営内部の労働力及び常雇いを人毎の把握から男女別の合計人数の把

握することで、記入者の負担を軽減するため変更 

個人経営体 団体経営体 
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10 農業経営体における常雇い及び臨時雇いの「農業生産関連事業への従事日数の合計」の削除 

 

＜2020年調査票・５頁＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

削除 

削除 

【変更理由】行政上の利活用状況を踏まえ、記入者の負担を軽減するため削除 
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11 林業作業に従事した人数（経営主を除く）の全体像を把握する項目を追加 

 

＜2025年調査票・16頁＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【変更理由】 

後続する労働力の詳細の記入前にそれぞれの合計人数を記入することで、記入者による混同及び記入漏れを防止するとともに、審査も容易にす

るための追加。 

なお、150日以上従事した人数は、従前から把握している。 
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12 林業経営体内部の従事者が従事した日数について、個人ごとの把握から年齢階級別の把握に変更 

13 団体経営の役員・構成員以外の年間従事日数 60 日未満の従事者数を把握する項目を 12 で変更する項目に統合 

14 林業経営体内部の従事者の性別、年齢以外の項目を削除 

 

＜2025年調査票案・16頁＞        ＜2020年調査票・２頁・４頁＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

削除 

削除 

削除 

【変更理由】行政上の利活用状況を踏まえ、記入者の負担を軽減するため変更、削除 

整理・統合 
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15 林業経営体における常雇いについて、個人ごとの把握から年齢階級別の把握に変更 

 

＜2025年調査票案・16頁＞           ＜2020年調査票・５頁＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【変更理由】記入者の負担を軽減するため変更 
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経営体調査票＿調査事項の変更②（労働力に関する調査事項以外） 

 

１ 新規追加 

頁 追加事項（2025年調査票案） 追加理由 

10 

 

農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略（令

和３年 12月農林水産業・地域の活力創造本

部改訂）の進捗・評価等の指標として利用

するとともに、今後の施策検討に活用する

ための追加 

 

 

※12頁の農業生産関連事業についても同様

の追加 

15 

 

森林・林業基本計画（令和３年６月策定）に

おいて掲げられた再造林の促進の分析に利

用するとともに、今後の施策検討に活用す

るための追加 

 

  

別添３ 
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２ 削除 

頁 削除事項（2020年調査票） 削除理由 

３ 

 

行政上の利活用状況を踏まえ、記入者の負

担を軽減するため削除 

９ 

 

行政上の利活用状況を踏まえ、記入者の負

担を軽減するため削除 

10 

 

取組の有無の項目を前回結果と接続するこ

とで継続年数が５年未満か５年以上かを把

握することが可能なことから、記入者の負

担を軽減するため削除 
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３ 変更（項目の一部追加・削除・細分化など）（注：表の「頁」は 2025年調査票案の頁」） 

頁 変更後（2025年調査票案） 変更前（2020年調査票） 変更理由 

９ 

 

 

①及び② 

注釈に記載していたそ

の他の農業経営の例示

を項目として設定する

とともに、調査結果の審

査及び設定項目の検討

のため、その他の農業経

営の代表的な品目の記

入欄を追加 

 

③ 

いずれの選択肢にもチ

ェックがつかなければ、

実態として「行っていな

い」と同旨であることか

ら削除 

①細分化 

②その他品目の記入欄追加 
③削除 
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頁 変更後（2025年調査票案） 変更前（2020年調査票） 変更理由 

11 

 

 

さとうきび作の詳細把

握の廃止に伴い、受託作

業の類別にさとうきび

作を追加するとともに、

詳細把握を継続する水

稲作も加え、すべての受

託作業種類とすること

で、記入者に項目の内容

を分かりやすく伝える

ための変更 

12 

 

 

 

① 

調査結果の審査及び設

定項目の検討のため、そ

の他の具体的な事業の

記入欄を追加 

 

② 

 海外への輸出につい

ては、【８】２で詳細を把

握する項目を追加する

ため削除 

追加 

追加 

②削除 

①その他の売上の記入欄追
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頁 変更後（2025年調査票案） 変更前（2020年調査票） 変更理由 

13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）注の位置を加工しています。 

みどりの食料システム

戦略（令和３年５月 12

日みどりの食料システ

ム戦略本部決定）の進

捗・評価等の指標として

利用するとともに、今後

の施策検討に活用する

ための追加 

追加 

追加 

追加 
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頁 変更後（2025年調査票案） 変更前（2020年調査票） 変更理由 

14 

 

 

施策効果の評価等の指

標として活用するとと

もに、今後の施策検討に

活用するための追加 

17 

 

 木質バイオマス用に販

売するなど、既存項目以

外での販売に対応する

ための追加 

 

追加 

追加 
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「農業集落」とは 

この資料は、農林水産省の説明を踏まえ、総務省において整理した資料である。 

 

１．農林業センサス上の定義  

 「農業集落」とは、市区町村の区域の一部において農業上形成されている地域社会をいう。 

 

２．実態  

 日本全域について、行政区域や農業生産面や生活面における共同活動の状況などを勘案して、

各市区町村を一又は複数に分ける地域区分（複数の市区町村にまたがるような設定はなされ

ていない。）。農林業センサスの集計で用いられる最小の地域区分。 

 用語に「農業」が冠されているが、実際に農業が行われている地域のみに設定されるもので

はなく、農業が行われていない地域（例えば、都市化された地域、原生林）も含め、国内の

全ての地域は、いずれかの「農業集落」に属するように設定されている。 

 農業集落が設定されたのは、昭和 30年（1955年）であり、昭和 45年（1970年）に農業集落

の概念を踏まえて範囲の見直しを行っている。その後は、農林業センサスの都度、市区町村

で区画整理が行われた場合などにより修正を加える場合があるものの、大きな変更はなされ

ていない。また、農業集落の広さについては、特段の制約はなく、農業集落ごとに広さは大

きく異なる。 

（注）農業集落の設定境界状況については、農林水産省ＨＰで公開 

https://www.machimura.maff.go.jp/shurakudata/rcom_map2/rcom_map.html 

（農林水産省ホーム＞統計情報＞地域の農業を見て・知って・活かす DB ～農林業センサスを中心とした総合デー

タベース～＞農業集落境界データ＞農業集落境界の閲覧） 

   農業集落の境界設定状況の一例については、４頁「農業集落の例」を参照 

 

 経営体調査で個別の経営体に係る「点」の情報を把握し、農業集落調査で農業集落という地

域についての「面」に係る情報を把握しており、この点と面の情報は、双方の調査票に記載

のある「基本指標番号」の「農業集落」番号で結びつけることができる。これにより、農業

集落ごとの農業経営体の数や農業の活動状況などが分かる。 

（次頁は、農林水産省ホームページで公開している「わがマチ・わがムラ‐農村地域の姿‐」

というデータベースから抜粋した、新潟県南魚沼市「大崎農業集落」の農村地域の姿のイメ

ージ図） 
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（イメージ図） 

 

農業集落調査で把握している項目 
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３．農業集落の数 

区 分 前回調査時点の設定数 農業集落調査での取扱い 

全国に設定されている農業集落の総数 約 15万 － 

（内訳） 農業集落全体が都市計画法上の「市街化区域」 約１万 従前から調査対象外 

経営耕地を有する農家等が認められない地域 
約 14万（注） 

（約３千） 2025年調査から調査対象外 

経営耕地を有する農家等が認められる地域 （約 13万７千） 2025年調査の対象 

 

（注）前回の農業集落調査の対象となった都道府県別の農業集落数（約 14万）の内訳は、以下のとおり。 

都道府県 農業集落数 都道府県 農業集落数 都道府県 農業集落数 都道府県 農業集落数 

 北海道       7,066   東京         143   滋賀       1,545   香川       3,179  

 青森       1,782   神奈川       1,275   京都       1,684   愛媛       3,176  

 岩手       3,614   新潟       5,093   大阪         773   高知       2,456  

 宮城       2,636   富山       2,217   兵庫       3,748   福岡       3,430  

 秋田       2,761   石川       1,918   奈良       1,446   佐賀       1,931  

 山形       2,733   福井       1,818   和歌山       1,599   長崎       2,931  

 福島       4,064   山梨       1,610   鳥取       1,624   熊本       4,202  

 茨城       3,799   長野       4,721   島根       4,091   大分       3,312  

 栃木       3,274   岐阜       3,039   岡山       4,530   宮崎       2,653  

 群馬       1,964   静岡       3,337   広島       5,210   鹿児島       6,056  

 埼玉       3,977   愛知       3,046   山口       4,161   沖縄         740  

 千葉       3,497   三重       2,134   徳島       2,248   計     138,243  

 

 

（参考）「集落営農」と「農業集落」 

「農業集落」と似た用語として「集落営農」がある。 

「集落営農」とは、「集落を単位として、農業生産過程の全部又は一部について共同で取り組む組織」（農水省ＨＰ）

をいう（農家の集まりであり、地域区分の概念ではない。）。農業集落が広域にわたる場合にあっては、一つの農業集落

に複数の集落営農組織が存在することもある。一方で、複数の農業集落で一つの集落営農組織を組織する場合や、農業

集落に集落営農組織が存在しない場合もある。 
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【農業集落の例】 

新潟県南魚沼市 

 

 

東京都新宿区 

 



農業集落調査の報告者の選定手順

【報告者選定の基本的考え方】

全国の農業集落
農業集落
（全域が市街化区域の場
合を除く。）

「農林業経営体調査 客体

候補一覧表」
（注１）

に登載さ
れている人がいる農業集
落（※）

【第１順位】
自治会長・行政区長等
を兼ねている人

※農林業経営体、自給的
農家、土地持ち非農家を
問わない

（前回実績：約15万） （前回実績：約14万） （前回実績：約13.7万）

自治会長・行政区長等を
兼ねている人がいない

世帯で一定規模以上の農

業を営む個人
（※）

がいる

（※）個人経営体又は一戸
一法人

【第２順位】
「地域内の農業を担う

者」
（注２）

のうち、経営耕

地面積が大きい者
（注５）

「地域内の農業を担う者」
がいない

【第３順位】
認定農業者・認定新規

就農者
（注３）

のうち、経
営耕地面積が大きい者
（注５）

認定農業者・認定新規就
農者がいない

【第４順位】
農林業経営体のうち、
経営耕地面積の大きい

者
（注５）

世帯で一定規模以上の農
業を営む個人がいない

【第５順位】
自給的農家、土地持ち
非農家、その他の世帯
のうち、経営耕地面積

が大きい者
（注５）

「農林業経営体調査 客体
候補一覧表」に登載されて
いる人がいない農業集落
（注４）

調査対象外
（今回から対象外）

（前回実績：約0.3万）

農業集落
（全域が市街化区域の場
合）

調査対象外
（従前から対象外）

（前回実績：約１万）

　農業集落の中で、何らかの形で農業に携わっている人（「農林業経営体調査　客体候補一覧表」に登載されている人）の中から、地域活動についての情報を有している可能性が高いと考えられる人を、順に選んでいく。

（注１） 「農林業経営体調査」の対象になる「農林業経営体」に該当するか否かを判別するために作成される名簿。名簿整備の結果として、農林業経営体に該当しない小規模な農家（自給的農家、土地持ち非農家及びその他の世帯）や林家についても登載される。

（注２） 農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第19条に基づき策定・公表される地域計画（地域で将来的に誰がどのように農業を進めていくのかを話し合って作る計画。いわゆる「人・農地プラン」）の「地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）」欄に記載される者をいう。

（注３） 「認定農業者制度」とは、農業経営基盤強化促進法第６条の規定に基づき市町村が定めた「農業経営基盤強化促進基本構想」に示された農業経営の目標に向けて、自らの創意工夫に基づき、経営の改善を進めようとする農業者の計画を、同法第12条の規定に基づき、市町村等が認

定し、これらの認定を受けた農業者に対して支援措置を講じようとするもの

「認定新規就農者制度」とは、同法第14条の４の規定に基づき、新たに農業を始める者が作成する青年等就農計画を市町村が認定し、その計画に沿って農業を営む認定新規就農者に対して重点的に支援措置を講じようとするもの

（注４） 例えば、都市化の進行により農業に従事する者がいなくなった集落、集落の大部分が原生林を含む森林地域で農業が行われていない集落

（注５） 第２順位から第５順位では、同一順位に複数の該当者がいる場合には、経営耕地面積が大きい順に選定

別添５
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2020年農林業センサスの答申への対応 
（統計委員会からの指摘事項） 

 
 指摘事項１_客体候補名簿の位置付けの検討  
 
 本調査の実施に当たっては、統計調査員が、調査対象とする農林業経営体に該当す

るか否か判別するために必要な確認項目等を設けた客体候補名簿を用いて、面接聞き

取りにより判定を行っているが、その把握された情報については、調査票情報と同様

に集計・公表されており、調査対象外となる自給的農家や土地持ち非農家の数などの

有用なデータを提供するものとなっている。  
 このように、客体候補名簿により有用な情報が収集されていることから、報告者の

負担や秘密保護にも留意しつつ、その情報の有効活用や調査計画上の位置付けの明確

化について検討する必要がある。  
 なお、今回調査の客体候補名簿においては、本調査の対象にならない自給的農家や

土地持ち非農家が所有する田・畑・樹園地の耕地面積のうち、貸している耕地面積を

把握する項目を削除することとしているが、担い手となる農業経営体への農地の貸し

手として重要な意義を持つ階層であり、農地の集積・集約化の促進等を検討する上で

重要な情報となるものであることから、把握を継続する必要がある。  
 また、前回調査における客体候補名簿と農林業経営体調査票を一体型とする仕様に

ついて、調査員による誤配布や報告者の誤解を回避するため、分離した仕様とする必

要がある。 
 
【対応内容】 
 
 ① 2025年農林業センサスにおいて以下のとおり対応  
   客体候補名簿は、母集団名簿に位置付けられているものであり調査票ではない

ことから、これまで集計事項一覧には記載していなかったが、客体候補名簿から

得られる情報に基づく集計結果は広く利用されている状況を踏まえ、2025 年農林

業センサスの調査計画においては、客体候補名簿を利用した統計表についても集

計事項一覧に記載した上で集計を行う。 
 
 ② 2020年農林業センサスにおいても把握を継続（前回対応済み）  
   当初、自給的農家や土地持ち非農家が所有する田・畑・樹園地の耕地面積のう

ち、貸している耕地面積を把握する項目については取りやめを計画していたが継

続して把握している。 
 
 ③ 2020年農林業センサスにおいて分離した仕様で調査を実施（前回対応済み）  
   調査員による誤配布や報告者の誤解を回避するため、客体候補名簿と農林業経

営体調査票は分離して調査を実施している。 
  

① 

② 

③ 

別添６ 
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指摘事項２_農林業経営体調査票の分割の検討  
 
 現行の農林業経営体調査票は、個人経営体と団体経営体を同一の調査票により調査

することとしているため、報告者にとっては、調査票の内容が煩雑となり、実際の報

告すべき事項数よりも多く感じられることなどにより、本調査に対する負担感がより

大きくなる要因にもなるものと考えられる。 
 このため、調査実施上の支障等を考慮しつつ、農林業経営体調査票について、個人

経営体と団体経営体で調査票を分割することについて検討する必要がある。 
 
【対応内容】 
 
 ○ 調査員の負担軽減、調査票の誤配布回避等の観点から調査票の分割は行わない  
   調査票を分割した場合、調査員が個人経営体か団体経営体かを判定した上で該

当する調査票を配布する必要があり、これまで以上に調査員の事務負担が増加す

るほか、調査票の誤配布の発生も懸念されることから調査票の分割は適切ではな

いと考える。 
   ただし、指摘を踏まえ、農業を林業と読み替えていた林業経営に関する項目の

分離や個人経営と団体経営に共通する経営主に関する事項の統合などにより、調

査客体の一層の負担軽減を図る。 
 
指摘事項３_経済センサス－活動調査との役割分担の検討  
 
 農村地域の高齢化等が急速に進展し、これに対応して地域の農業の担い手が経営継

承や規模拡大といった課題に対応するため、農業経営の法人化の取組が推進されてい

るところであり、今後、経済センサス－活動調査の対象となる農林業経営体もさらに

増加していくことが予想される。 
 このような中、本調査が農林業経営体の構造把握に重点を置いた調査となっている

ことにかんがみ、経済センサス－活動調査との重複も懸念されるため、報告者負担の

軽減や調査の効率化等の観点から、経済センサス－活動調査との役割分担について検

討する必要がある。 
 
【対応内容】 
 
 ○ 役割分担については整理済み  
   農林業センサスでは、農林行政の推進や農林統計調査の母集団情報として必要

な生産構造や就業構造を経済センサスよりも詳細に把握している一方で、経済セ

ンサスで把握している費用や資本に関する事項は把握しておらず、役割分担は既

にされていると認識している。 
   なお、農林業経営体のうち、経済センサスの対象となる団体経営体数は 4.1％と

なっている。 
 


